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イ ギリスの住居管理における 住民参加（ 第2 報 ）

目白学園女短大　　 中島明子

住　　居

目的　 第1 報 では住居惹 理における 住民参iW につ いて述べたが、本報告T- はそ の具体的

な展開と、イギリスの住宅政策における住民参加の位置づけを明ら かにする。

方法　 関連機関へのインタビ ュー及び資料収集による。

結果　1  . 住民 参加の展m ： 住民参加が積極的に展開されている 分野を 整理すると次の

３つに分けら れる。①地方自治体の住居サービ ス部門の諸決定における公営住宅管理への

参加、特に“ 分権”システムにおける 住民参加、②中央政府の公営住宅改善事業（ 優先団

地改善事業、略称PEP) にお ける 住民参加. ③非営利住宅（ 住宅協会、コーポラティプ 住宅

）における住民参加。公営住宅の居住者が自主的な管理を行うためのマネ ージメントコ ー

ポラティブ は通常二］－ポラティプ住宅に分類されるが、①②で実施さ れている。2  . 住民

参加支援組織：現在環境省、住宅金融公庫等から住民参加を支援するボランタリ ー組織に

補助金が出ており 活動は活発である。活動内容は、自 治会等への直接支援の他、訓練や教

育 、コンサルタント、情報サービス、出版、セミナーや会議の開催、国や自治体へのロビ

ー活動等である。伝統的な支援組織、シェルターや住居管理協会（IoH ） の他、住民参加助

言サービスTPAS くイングランド;    1990/91 収入 の5μ が補助金 ）と 優先団地改善事業会社

PEP Ltd.  (1990 収 入の92% が 環 境省等の補助金 ）がある。3  . 住 居管理における住民参加

の位置:60 年 代後半から自覚さ れるようになってきた居住者の住居に関する権利の拡大が

より直接的な管理の決定への参加を実現ざ せていった側面と、79 年 以降の保守政権による

居住者の自力自 助による住宅問題の解決方法の側面が結びついて展開されたものである。

住宅改善活動の実態と住情報の要求に関する研究

アメリカ・ニューヨーク州の場合
大阪樟蔭女大学芸　○一棟宏子　　Cornell大環境デザイン　Joseph Laquatra

目的　 本 研究は，ニ ューヨー ク州 の住民を 対象に 調査を 実 施し， 住宅改善 活動に関する

実態と，住情報 につい ての要求を把握 するこ とにより ，Corporative Extension における

今後の教育普及 活動に反 映することを 目的とした ものである．

方法　 ニュ ーヨ ーク州（ ＮＹ 市を除 く）の居住 者から二段 階無 作為抽出 法によ り　400世

帯を 選定し,   1991年２月中 旬～３月上 旬に，郵送によ るアンケ ート 調査を 実施し た．調査

票回収は　151件(38 ％), そのうち有 効回答は　135件(34 ％) であ った．

結果　 ①対象 世帯は 核家族か約半数 ，夫婦27 ％, 単身13 ％と 続く.   1 世帯平均2.96 人．

世帯年収は25,001 ～45,000 ドルが37 ％で最も多い ．回答者は白 人か98 ％, 男 性は66 ％. 約

７割がフ ルタイム，専 門職かやや多い が，職種は分 散している．平 均年齢は49 歳 ．②古い

既存住宅に 住む人が多 く，転居 も多い ため，住宅 の改善活動は 日常 的に行 われ，その内容

も広範囲であ る．改善を家 族が自ら 行い，業 者だけ に依存する 世帯 はき わめて少ない． ②

将来の改善 意欲は旺盛で ある．改善活 動の大半を業 者に依存す るのは，高齢 者世帯，片 親

（ 特に女 性世帯主） 世帯，夫婦共 稼ぎ高収入 世帯な ど，際立 った特徴を もった世帯といえ

る. ③住宅 の現状満足 度は全般に高 く，住宅 の基礎的，物理的 側面 と環境を 重視する世帯

か多い． ④情報は住宅 の売買 や改善 時によく利用 され，主な 情報源は「マ ス・ メディ ア」

「住宅専門 雑誌 」「親 戚・ 友人 からめ 情報」「不動 産業 者」 であ る. ⑤情 報のニ ーズは，

「メンテ ナンス」「景 観・ 外観 」「 材料や設備 機器を 選択する 際のガイド 」「 選択につい

て のガ イド ラインj    rコ スト ・ロ ーン・契約 」など実際的な 情報への関心 か強い．
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